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Ⅰ 計画策定の基本的な考え方 

 

 

１ 計画策定の趣旨 

本県では、平成 26（2014）年１月に施行された「子どもの貧困対策の推進

に関する法律」（以下「法」という。）および同年８月に策定された「子供の貧

困対策に関する大綱」（以下「大綱」という。）の趣旨をふまえて、平成 28（2016）

年３月に「三重県子どもの貧困対策計画」を策定し、子どもの貧困対策を総合

的に推進してきました。 

  現計画の計画期間終了にあたり、今年度改正された法と大綱の見直し内容

をふまえて、子どもの現在および将来が、その生まれ育った環境によって左右

されることや、貧困の連鎖によって閉ざされることがないよう、これまで以上

に効果的に子どもの貧困対策を推進するため、「第二期三重県子どもの貧困対

策計画」を策定します。 

 

   

 

２ 計画の位置づけ 

  この計画は、法第９条第１項に基づき定める三重県における「子どもの貧困

対策についての計画」です。 

 

 

 

３ 計画の期間 

  この計画の期間は、「第二期希望がかなうみえ 子どもスマイルプラン」の

計画期間に合わせて、令和２（2020）年度から令和６（2024）年度までの５年

間とします。 

 

 

 

４ 子どもの貧困のとらえ方  

  子どもが、経済的困難や、経済的困難に起因して発生する様々な課題（病気

や発達の遅れ、自尊感情や意欲の喪失、学力不振、問題行動や非行、社会的な

孤立、学習や進学機会の喪失等）を抱えている状況を、子どもの貧困ととらえ

ます。 
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Ⅱ 子どもの貧困対策計画の取組状況 

  

「三重県子どもの貧困対策計画（平成 28（2016）年度～令和元（2019）年度）」では、

「教育の支援」、「生活の支援」、「保護者に対する就労の支援」、「経済的支援」、「包括的

かつ一元的な支援」の５つの支援を柱として取組を推進してきました。 

計画期間中の主な取組状況と実績は次の通りです。 

 

①教育の支援 

・教育相談体制を充実させるために、令和元（2019）年度は、スクールカウンセラー

を全中学校区と、県立高等学校 37校に配置しました。各中学校区では、小学校か

ら中学校への途切れのない支援を行えるよう、配当時間数を柔軟に運用できる工

夫をしています。スクールソーシャルワーカーについては、計画策定時の８人か

ら増員して、令和元（2019）年度は 12人体制としました。学校の要請に応じた派

遣とともに、拠点となる県立高等学校から近隣中学校区への巡回を行い、地域の

関係機関等とのネットワークを構築し、課題の早期発見・早期対応に努めました。

（教育委員会） 

・家庭での学習が困難であったり、学習習慣が身についていなかったりする子どもに対

して、「地域未来塾」による学習支援を実施しました。（令和元（2019）年度は 10 市

町 51校（小学校 36校、中学校 15校）で実施）（教育委員会） 

・新入学児童生徒学用品費の前倒し支給について、平成 31（2019）年３月に小学校

で 25市町、中学校で 27市町が実施しました。(教育委員会) 

・生活困窮家庭またはひとり親家庭等における学習支援が利用できる市町数は、計

画策定時の６市町から平成 30（2018）年度は 28 市町に増加しました。（子ども・

福祉部） 

・県が所管する 14町（多気町を除く郡部）における、生活困窮家庭に対する学習支

援の対象者を高校生世代に拡大しました。また、学習支援に加えて、教育相談や生

活習慣の改善に関する助言等にも取り組みました。（子ども・福祉部） 

 

 

【目標とモニタリング指標】 

項目名 計画策定時 直近値 
目標値 

(令和元年度) 

■ 
生活困窮家庭またはひとり親家庭に対する学

習支援を利用できる市町数 

６市町 

（H26） 

28市町 

（H30） 
29市町 

■ 
生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進

学率 

93.5% 

（H26） 

88.3％ 

（H30） 
98.8% 

■ 児童養護施設の子どもの高等学校等進学率 
91.4% 

（H26） 

100% 

（H30） 
98.8% 
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■ 

放課後を利用した補充

的な学習サポートを週

２回以上実施した学校

の割合 

小学校 
22.7% 

（H27) 

22.6% 

（H30） 
27.0% 

中学校 
13.7% 

（H27) 

17.8% 

（H30） 
18.0% 

□ 
就学援助を受けている児童生徒の数・就学援

助率 

17,463人  

11.61％ 

(H25） 

17,851人 

12.38% 

(H28) 

－ 

□ 
入学時に学校で就学援助制度の書類を配付し

ている市町の割合 

90% 

（H26） 

96.7% 

(H29) 
－ 

□ 
毎年度の進級時に学校で就学援助制度の書類

を配付している市町の割合 

83.3% 

（H26） 

100% 

(H29) 
－ 

□ スクールソーシャルワーカーの配置人数 
８人 

（H27) 

12人 

（R1） 
－ 

□ 
生活保護世帯に属する子どもの高等学校等中

退率 

2.6% 

（H26） 

2.4% 

（H30） 
－ 

□ 生活保護世帯に属する子どもの大学等進学率 
24.2% 

（H26） 

28.2% 

（H30） 
－ 

□ 児童養護施設の子どもの大学等進学率 
18.2% 

（H26） 

22.6% 

（H30） 
－ 

注）目標は■、モニタリング指標は□で表記 

  モニタリング指標：目標値は設定しないものの対策を進める上でフォローが必要な指標 

 

②生活の支援 

・ひとり親家庭に家庭生活支援員を派遣する、ひとり親家庭等日常生活支援事業に

ついて９市町への経費助成を行いました。（子ども・福祉部） 

・食の支援をはじめ、子どもの居場所や世代間の交流、地域のコミュニティづくりな

どの場となっている子ども食堂の充実に向け、平成 30（2018）年度に運営ノウハ

ウの提供を目的とする「子ども食堂開設ハンドブック」を作成するとともに、「子

ども食堂開設準備講座」を開催しました。県が把握する子ども食堂は、平成 29（2017）

年度の 26か所から令和元（2019）年５月には 40か所に増加しました。（子ども・

福祉部） 

・社会的養護の子どもへの自立支援として、平成 30（2018）年度に「児童養護施設

退所後の進学を考えるワークショップ＆交流会」を開催し、児童養護施設出身の

大学生および高校生を招き、発表やパネルディスカッション、県内の施設入所児

童との交流会を行いました。また児童養護施設入所児童を対象に「児童養護施設

退所後の仕事を考える勉強会」を開催し、施設出身者を積極的に雇用している経

営者による仕事の内容や就職に向けた準備などについての説明と、意見交換を行

いました。（子ども・福祉部） 

・令和元（2019）年９月から県内全ての市町において、一定の条件の下で未就学児 

 における医療費の窓口無料化が行われました。(医療保健部) 
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【目標とモニタリング指標】 

項目名 計画策定時 直近値 
目標値 

(令和元年度) 

■ 
ひとり親家庭等日常生活支援事業が実施され

た市町数 

8市町 

（H26） 

9市町 

（H30） 
29市町 

□ 三重県母子・父子福祉センター相談件数 
233件 

（H26） 

332件 

（H30） 
－ 

□ 
生活保護世帯に属する 

子どもの就職率 

中学校卒業後 
1.4% 

（H26） 

3.9% 

（H30） 
－ 

高等学校等卒業後 
57.9% 

（H26） 

66.7% 

（H30） 
－ 

□ 
児童養護施設の子ども

の就職率 

中学校卒業後 
5.7% 

（H26） 

0% 

（H30） 
－ 

高等学校等卒業後 
72.7% 

（H26） 

77.4% 

（H30） 
－ 

□ 
妊娠期から子育て期にわたる総合的な窓口が

整備されている市町数 

24市町 

（H26） 

29市町 

（H30） 
－ 

□ 
妊娠届出時等に医療機関と情報提供等の連携

した市町数 

10市町 

（H26） 

29市町 

（H30） 
－ 

注）目標は■、モニタリング指標は□で表記 

  モニタリング指標：目標値は設定しないものの対策を進める上でフォローが必要な指標 

 

③保護者に対する就労支援 

・三重県母子・父子福祉センターにおいて、パソコンや簿記等の就業支援講習を実施

しました。（子ども・福祉部） 

・ハローワークや各福祉事務所の母子・父子自立支援員等と連携して就業相談に応 

じるとともに、求職者の登録、求人企業の登録等職業紹介事業により、ひとり親の

就業を支援しました。（子ども・福祉部） 

・生活保護世帯の方には、福祉事務所の就労支援員、生活困窮家庭の方においては、

生活困窮者自立支援制度の相談機関の就労支援員が、ハローワーク等の関係機関

と連携し、就労支援を行いました。（子ども・福祉部） 

・就労経験がないまたは就労経験の乏しい母子家庭の母等を対象に、実際の就職に

必要な技能・知識を取得できるよう職業訓練を専修学校等に委託し実施しました。

（雇用経済部） 

・子育て期の女性の就労を支援するため、津高等技術学校で実施する訓練の一部で、

総訓練時間の短縮や訓練開始時間を遅くして受講しやすいコースを設定するとと

もに、専修学校等に委託して行う職業訓練において、託児サービス付き職業訓練

を実施しました。（雇用経済部） 
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【目標】 

項目名 計画策定時 直近値 
目標値 

(令和元年度) 

■ 就労支援を行う生活困窮者の人数 － 
321人 

（H30） 
540人 

■ 
三重県母子・父子福祉センター（母子家庭

等就業・自立支援センター）就業実績件数 

3件 

（H26） 

10件 

（H30） 
40件 

■ 

高等職業訓練促進給付金受給者（資格取得

者に限る）のうち常勤雇用となった者の 

割合 

79% 

（H25） 

92.3% 

（H30） 
90% 

注）目標は■で表記 

   

④経済的支援 

・ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助け、児童の福祉の増進を図るため、「児童

扶養手当」を支給しました。支給額の増額と支給回数を含めた支払方法の改善検

討等を早期に実施するよう国に提言を行った結果、平成 30（2018）年８月には、

全部支給に係る所得制限限度額の引き上げが行われ、令和元（2019）年 11月から

は支給回数が、年３回から６回に増加しました。また障がい児の福祉増進を図る

ため「特別児童扶養手当」を支給しました。（子ども・福祉部） 

・経済的支援が必要なひとり親家庭等に対して、母子父子寡婦福祉資金や生活福祉

資金の貸付を実施しました。（子ども・福祉部） 

・三重県母子・父子福祉センターにおいて、弁護士による養育費に関する相談などの

各種相談支援を実施しました。（子ども・福祉部） 

 

【目標とモニタリング指標】 

項目名 計画策定時 直近値 
目標値 

(令和元年度) 

■ 母子家庭で養育費を受給している割合 
45% 

（H26） 

60.0％                                                                                                                           

（R1) 
60% 

□ 母子世帯の年間世帯収入額（中央値の階層） 

200～250

万円未満 

（H26） 

200～400

万円未満 

（R1） 

－ 

□ 児童扶養手当の受給者数 
14,428人 

（H26） 

12,396人 

（H30） 
－ 

注）目標は■、モニタリング指標は□で表記 

  モニタリング指標：目標値は設定しないものの対策を進める上でフォローが必要な指標 

 

⑤包括的かつ一元的な支援 

・ひとり親施策の相談窓口と生活困窮者自立支援相談事業との連携や、福祉総合窓

口の設置による相談者への制度紹介や支援の実施等、地域の実情に応じた包括的
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かつ一元的な支援が行える体制を構築するため、「三重県子どもの貧困対策推進会

議」の場等における県内外の好事例の提供や、各種施策の共有等、市町をはじめと

する関係機関との連携強化を行いました。平成 30（2018）年度末時点では、17市

町において包括的かつ一元的な支援が行える体制が整いました。（子ども・福祉部） 

・子どもの貧困問題を周知し、現に支援を行っている活動団体の課題や貧困家庭の

子どもの生活実態など現場の声を聞きながら、参加者一人ひとりがそれぞれの立

場で何ができるか考え、支援活動に踏み出すきっかけをつくるため、「子どもの貧

困を考えるシンポジウム」を平成 30（2018）年１月に開催しました。また同年９

月には「子どもの貧困対策 全国 47都道府県キャラバン in三重」、12月には「広

がれ、こども食堂の輪！全国ツアーin みえ」のイベントを実施し、子どもの貧困

の連鎖の解消に向けた県民意識の醸成に取り組みました。（子ども・福祉部） 

 

【目標】 

項目名 計画策定時 直近値 
目標値 

(令和元年度) 

■ 
子どもの貧困に対する包括的かつ一元的な

対応が行われている市町数 
－ 

17市町 

（H30） 
29市町 

注）目標は■で表記 

 

 

全体に係る指標 

・平成 28（2016）年度の「国民生活基礎調査」において、子どもの貧困率（全国）

は、13.9％（子どもの約７人に１人が貧困状態にある状態）となっています。 

 

【モニタリング指標】 

項目名 計画策定時 直近値 
目標値 

(令和元年度) 

□ 
生活保護世帯における子どもの数（人）とそ

の割合 

2,137人 

0.72％ 

（H26) 

1,501人 

0.54% 

(H31.3時点) 

－ 

□ 子どもの貧困率（全国） 
16.3％ 

（H24) 

13.9% 

（H27） 
－ 

□ 
子どもがいる現役世帯のうち大人が一人の貧

困率（全国） 

54.6％ 

（H24) 

50.8% 

（H27) 
－ 

注）モニタリング指標は□で表記 

  モニタリング指標：目標値は設定しないものの対策を進める上でフォローが必要な指標 
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Ⅲ 実態調査 

 

１ 調査の目的 

   子どもを取り巻く社会や経済の状況が、どのように子どもの成長や子どもの

夢や希望、日々の生活などに影響しているかを把握し、効果的な支援のあり方

を検討するため、保護者および子ども本人への調査を実施しました。 

 

 

２ アンケート調査 

（１）調査対象 

・児童扶養手当の受給者とその子ども 

・学習支援事業を利用する子どもとその保護者 

・子ども食堂を利用する子どもとその保護者 

・父子家庭（三重県母子寡婦福祉連合会会員）の保護者とその子ども 

  

 

（２）調査方法 

令和元（2019）年８月に市町や関係団体を通じて調査票を配布し、８月から９

月にかけて郵送により回収しました。 

 

 

（３）調査事項 

保護者用調査票 子ども用調査票 

・ご本人とご家族のことについて 

・お子さまのことについて 

・生活の状況について 

・就労状況について 

・公的な支援について 

・ひとり親家庭の状況について 

・食事について 

・放課後の過ごし方について 

・あなたについて 

 

 

 

（４）回収結果   

 配布数 

（A） 

回収数 

（B） 

回収率 

（B/A） 

保護者 3,016 768 25.5％ 

子ども 1,146 280 24.4％ 

合計 4,162 1,048 25.2％ 
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（５）調査結果（抜粋） 

  

①悩みや心配なことなどについて 

・保護者が抱える子どもについての悩みや心配なことは、「子どもの成績や進学」、

「教育費」、「子どもの友だち関係」の順となりました。 

・一方、子ども自身が抱える自分や家族についての悩みも「勉強のこと」、「進学・

進路のこと」が多く、保護者・子ども共に勉強や進学に関する悩みが多いという

結果になりました。 

 

 

 ○自分や家族のことで悩みや心配なことがありますか（子ども） 

※複数回答可、回答数の多い上位５項目を記載 

42.9%

39.6%

27.5%

23.9%

20.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

勉強のこと

進学・進路のこと

悩みや心配事はない

自分の性格のこと

家にお金がないこと

 

 

 

 

○お子さまについてどのような不安や悩みがありますか（保護者） 

※複数回答可、回答数の多い上位５項目を記載 

46.4%

41.7%

39.1%

36.3%

34.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

子どもの成績や進学

教育費

子どもの友だち関係

子どもの育て方やしつけ

子どもの健康
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②教育費に関する負担について 

・約半数の保護者が、子どもの教育に係る経費のうち、「学校・幼稚園、保育園等

に関する経費」と並んで「塾・習い事に関する経費」を負担に感じています。 

 

 

○教育に係る経費について負担に感じているものはありますか（保護者） 

※複数回答可 

46.2%

46.2%

21.6%

18.5%

14.7%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

学校・幼稚園・保育園等に関する経費

塾・習い事（通信教育を含む）に関する経費

クラブ活動に関する経費

負担に感じているものは特にない

その他

無回答

 

 

 

 

 

③充実を望む支援について 

・子どもの就学費用の軽減が 89.1%、無償または低額の学習支援が 63.2%と、教育

に係る費用に対する支援の充実が求められています。 

 

 

○子育てをする上でどのような支援が充実するとよいと思いますか（保護者） 

※複数回答可、回答数の多い上位５項目を記載  

89.1%

63.2%

56.1%

46.1%

31.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもの就学にかかる費用の軽減

無償または低額の学習支援

日常生活のための経済的支援

相談窓口が一本化しており、どこに相談しても

必要な支援が受けられること

子どもが病気の時に一時的に預けられること
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④学習塾の利用について 

・過去１年間に子どもが学習塾を利用していないと回答した保護者のうち、約半

数は経済的に余裕があれば塾を利用したいと考えています。 

・約８割の保護者が、無料の学習支援教室を利用したい、または自宅近くにあれば

利用したいと考えています。 

 

〇過去１年間において、お子さまは学習塾を利用していますか（保護者） 

 

利用している

31.4%

利用して

いない

66.0%

無回答等 2.6%
学習塾の利用状況

必要ない

24.9%

経済的に余裕があればやらせたい

47.5%

その他

17.8%

無回答等

9.9%

(利用していない家庭）

学習塾を利用していない理由

 

 

 

 

〇無料の学習支援教室を利用したいと思いますか（保護者） 

 

利用したい

25.7%

近くにあれば

利用したい

50.3%

利用したく

ない 4.7%

利用したいか

どうかわから

ない 14.8%

無回答

4.6%
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⑤進学について 

・子ども、保護者とも半数以上が、高等教育機関（大学、短期大学、高等専門学校、

専門学校）への進学を希望しています。 

・また、高等教育機関への進学を希望しないと回答した保護者のうち 55.8％の方

は、令和２（2020）年４月から創設・拡充が予定される授業料減免制度や給付型

奨学金制度を利用可能であれば、進学を希望すると回答しています。 

 

〇将来どの学校まで行きたいと思いますか（子ども） 

22.5%

18.9%

37.9%

17.1%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

高校まで

専門学校、短大、高専まで

大学、大学院まで

特に希望はない、わからない,その他

無回答等

 
〇お子さまにどの段階の学校まで進んでほしいですか（保護者） 

29.7%

10.9%

41.3%

14.2%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

高校まで

専門学校、短大、高専まで

大学、大学院まで

特に希望はない、わからない、その他

無回答等

 

（上記設問で、高等教育機関への進学を希望しないと回答された方） 

○令和２（2020）年度以降拡充が図られる授業料の減免や給付型奨学金の利用が

可能であれば、高等教育機関への進学を希望されますか。 

希望する

55.8%

希望しない

8.6%

わからない

32.3%

無回答

3.3%
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⑥各種支援制度の認知度について 

・子育て世代が利用できる様々な支援について「知らない」という回答した方が多 

くありました。 

・学習支援教室については、前述の通り、利用を希望される方が多いにも関わら

ず、76.2％の方が知らないという結果でした。 

○下記の支援について、それぞれ「利用したことがある」、「知っているが利用した

ことはない」、「知らない」のうちから当てはまるものを選んでください。

利用したことがある

6.8%

3.0%

7.6%

7.0%

10.8%

3.5%

1.4%

4.0%

知っているが

利用したことはない

14.2%

45.7%

46.4%

32.7%

46.7%

40.0%

26.6%

29.7%

知らない

76.2%

48.7%

43.6%

57.6%

39.8%

54.2%

69.5%

63.7%

無回答等

2.9%

2.6%

2.5%

2.7%

2.6%

2.3%

2.5%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無料学習支援教室

スクールソーシャルワーカー

ファミリー・サポート・センター

子ども食堂

給付金型奨学金

母子父子寡婦福祉資金貸付金

生活福祉資金貸付金

母子・父子福祉センター

 



附属資料２ 第二期三重県子どもの貧困対策計画 

 

13 

 

⑦子どもの自己肯定感および将来の夢について 

・自分のことを好きだと回答した子どもは、42.1%でした。 

・将来の夢については、67.5%の子があると答えました。 

そのうち 93.7%は、自分が一生懸命努力すればその夢は叶うと考えています。 

 

○自分のことが好きですか(子ども) 

そう思う

42.1%

思わない

22.1%

わからない

34.3%

無回答等 1.4%

 

○将来の夢はありますか(子ども) 

ある

67.5%

特にない

30.4%

無回答等 2.1%

 
（上記設問で、将来の夢があると回答された方） 

○その夢は、自分が一生懸命努力すれば叶うと思いますか(子ども) 

そう思う

93.7%

そう思わない 5.8%

無回答等 0.5%
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⑧自由意見について 

・制度や支援策への要望や意見等に関する自由意見に、273 名（全回答者数の

35.5％）の方から回答をいただきました。 

・内容としては、「生活の支援」、「経済的な支援」、「教育の支援」などに関する意

見が多く見られました。 

  

○暮らしやお仕事、お子さまについてなど制度や支援策へのご要望や意見があれ 

  ばお書きください（保護者）。 

生活支援関係

32.8%

経済的支援関係

22.8%

教育支援関係

20.8%

就労支援

関係

9.4%

支援体制

関係

8.3%

その他

6.0%

 

（主な意見） 

生活支援関係 

・保育所、学童保育について改善してほしい（利用できない、預かり時間、 

経済的負担等）。 

 ・放課後や長期休暇中等に子どもが安心して過ごせる居場所を作ってほしい。 

 ・病児保育を充実させてほしい。 

 ・医療費の窓口無料化の対象年齢を拡大してほしい。 

 ・日常の家事等について支援してほしい。 

・ファミリー・サポート・センター利用に係る経済的負担を減らしてほしい。 

 ・家賃の補助や公営住宅を増やすなど、住居について支援してほしい。 

経済的支援関係 

・児童扶養手当について改善してほしい（所得制限の見直し等）。 

・児童手当の支給がなくなる高校入学以降に経済的な支援をしてほしい。 

 ・養育費の支払いを徹底させてほしい。 

・光熱水費等、生活上の必要経費を補助してほしい。 

教育支援関係 

・教育（学習塾、部活動等含む。）に係る負担を減らしてほしい。 

・進学費用に係る負担を減らしてほしい。 

・無料の学習支援教室を充実させてほしい。 

・障がいのある子どもへの教育・就業等の支援を充実させてほしい。 

就労関係 

・企業の子育て家庭に対する理解を高め、子育てしやすい職場環境づくりを進め 

てほしい(必要な休暇を取得できる、時間に制約があっても働ける等)。 

・保護者が資格を取得する際に支援してほしい。 

支援体制関係 

・窓口の一元化等、わかりやすい支援情報の提供や相談しやすい体制づくりを進 

めてほしい。 
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３ その他 

上記調査のほか、ひとり親家庭・外国人家庭の支援や、無料の学習支援・子ども

食堂の運営に関わる方、貧困対策に積極的に取り組んでいる小学校の教員、スク

ールソーシャルワーカーなど様々な困難を抱える家庭の支援に関わっている方々

との懇話会を開催し、貧困家庭等の現状や必要な支援について意見交換を行うと

ともに、生活保護家庭およびひとり親家庭の高校生、児童養護施設・里親家庭出身

者への聴取調査を行いました。 

 

（懇話会の主な意見） 

・支援を必要とする当事者と、様々な支援制度を繋げるコーディネーターが必要で

ある。 

・スクールソーシャルワーカーについては、中学校区に１人以上の配置が望ましい。 

また機能を発揮するために、その地域の状況をよく知って活動する必要がある。 

・子ども食堂のニーズが高まり、新たに立ち上げるとすぐに大勢の参加者が集まり、

資金も人手も足りなくなってしまう。 

・市民団体をしっかりとサポートし、力を発揮できる状態にする事が重要である。 

・健診の受診状況など、各自治体が持つ情報を活用し、行政が家庭へ定期的に入るき

っかけを作ることが必要である。 

・普段会えない人でも食料を持っていくと会えることがあるので、食料配布はアウ

トリーチのきっかけになる。 

・子どもが病気になったとき安心して頼れる病児保育の充実が必要である。 

・子どもの医療費の窓口無料化について、対象年齢を拡大してほしい。 

・母子父子寡婦福祉資金貸付金や生活福祉資金貸付金を利用しやすくなるよう、先進

自治体の事例などを参考にしてはどうか。 

・住んでいる地域によらず、県内どこにいても等しく必要とするサービスを受けるこ

とができるよう取り組んでほしい。 

・外国籍の人は情報が少なく、問題が深刻になってから相談に来ることが多いので、

トータルでサポートする人が必要である。 

 

（聴取調査の主な意見） 

・母親が病気になったあと、父親が仕事や家事を一人で担うのを見て、支えたいと

思っている。 

・高校生になるとスマホなど授業以外の出費が増えるので大変である。 

・就職のために資格や運転免許を取得するための費用の負担が大きい。 

・お金がかかるという理由で、遊びに行ったり、服を買ったりするのを我慢すること

があった。 

・父親が毎日深夜まで働く状況を改善してほしい。 

・進学、就職などで一人暮らしの際の経済的な支援がほしい。 

・一人で暮らす中でわからないことを相談できるところがほしい。 
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Ⅳ 子どもの貧困対策の検証  

 
第二期三重県子どもの貧困対策計画の策定に向け、これまでの施策の取組状況や、

実態調査の結果等を元に整理した課題は次の通りです。 
 
（教育の支援） 
・スクールソーシャルワーカーの増員や地域の状況をふまえた支援を望む声があ
り、多様な課題を抱える子どもに対する学校を窓口とした教育相談を充実して
いく必要があります。 

・学習支援のニーズは高いものの、無料の学習支援の認知度は高くないことがわ
かりました。生活困窮家庭またはひとり親家庭に対する学習支援を利用できる
市町の数は 28まで増えており、今後は実施箇所数を増やすなど取組を充実させ
ていく必要があります。 

・令和２（2020）年４月から、高等教育機関の就学支援新制度が実施されます。家
庭の経済状況に関わらず進学のチャンスが確保されるよう、高校生世代を対象
とする学習支援を充実させる必要があります。また施設や里親家庭で生活する
子どもの進学支援も行う必要があります。 

 
（生活の支援） 
・子育てや家事の支援など生活の援助を望む声があります。必要なサービスを受
けられるよう、制度の充実や利用料の助成等を拡充していく必要があります。 

・子どもの貧困対策を進めるにあたり、家庭の経済状況に左右されずに子どもが
健やかに育てられるよう、親の妊娠出産期から生活困窮を含めた家庭内の課題
を早期に把握する必要があります。 

 
（保護者に対する就労の支援） 
・生活困窮家庭の保護者に対し、関係機関と連携し、個々の状況に応じて、就労支
援を行う必要があります。 

・三重県母子・父子福祉センターの広報を強化するとともに、ハローワークとの連
携を進め、就労支援の充実を図る必要があります。 

 
（経済的な支援） 
・養育費を受給する割合が低い状況にあることから、経済的に安定するためにも
養育費の取り決めをし、確実な受給につなげる必要があります。 

・各種手当等の支給や貸付金の貸付など、引き続き子どもに対する経済的な支援
を行う必要があります。 

 
（包括的かつ一元的な支援） 
・市町における子どもの貧困対策計画の策定が努力義務となりました。今後は子
どもや家庭により身近な地域において、支援体制を充実させる必要があります。 

・子どもの貧困対策について、ワンストップ窓口や、庁内外の関係部署が連携して
取り組んでいる市町が増えました。更なる充実に加えて、支援を必要とする人
にとってわかりやすい情報提供や、支援が届きにくい家庭の早期発見とともに、
アウトリーチの取組を行う必要があります。 

・各機関において子どもの貧困対策の取組が進むなかで、様々な支援制度を把握
してコーディネートできる機能が必要です。人材養成等に取り組み、安定的・継
続的に活動できる体制を作る必要があります。 
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Ⅴ 基本理念と基本方針 

 

１ 基本理念 

   三重県は、「三重県子ども条例」に基づき、子どもが、安心して生きることが

でき、虐待やいじめそしてあらゆる暴力や差別から守られ、自らの力を発揮し

て成長でき、そして思いや意見が尊重されることにより、一人ひとりが人とし

て大切にされ、豊かに育つことができる地域社会づくりをめざしています。 

子どもの貧困対策においては、「三重県子ども条例」の基本理念（※）にのっ

とり、生まれ育った家庭の経済状況にかかわらず、三重の子どもが、必要に応じ

た教育支援、生活支援、親への就労支援等によって、夢と希望を持って健やかに

成長できる環境整備が図られている状況をめざします。 

    

 

 

 

 

２ 基本方針 

（１）親の妊娠・出産期から子どもの社会的自立までの切れ目ない支援体制の構築  

子どもの心身の健全な成長を確保するため、既存の子ども関連施策を基本

に、親の妊娠・出産期から、子どもの社会的自立が確立されるまで、関連機関

における情報の共有、連携の促進を図ることで、問題発見と支援を切れ目な

くつなげるよう取り組みます。 

 

（２）支援が届いていない、または届きにくい子ども・家庭に配慮した対策の推進 

必要な支援制度を知らない、手続きが分からない、積極的に利用したがら

ない子どもや家庭を早期に発見し、対策を講じるため、窓口のワンストップ

化の推進等必要な体制づくりを引き続き進めます。また困窮層は多様である

ことに留意し、生活困窮の懸念や緊急度に応じて、重点的に教育、就労および

生活等の各種支援を講じるよう配慮します。 

 

（３）市町における取組の支援 

住民にとって最も身近で、個別の子どもに関する情報も多く保有する市町

の取組充実を支援するため、関係機関の連携や効果的な取組の広域展開等を

進めるよう取り組みます。 

 

（４）教育の支援 

学校を子どもの貧困対策のプラットフォームと位置づけ、家庭の経済状況

に関わらず、全ての子どもが質の高い教育を受けることを保障するとともに、

苦しい状況にある子どもを早期に把握し支援につなげる体制づくりを進め、

就学支援・学習支援など関係機関と連携した総合的かつ多面的な支援を行い

ます。 

※「三重県子ども条例」の基本理念（第３条） 

◆子どもを権利の主体として尊重すること。 

◆子どもの最善の利益を尊重すること。 

◆子どもの力を信頼すること。 
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 Ⅵ 具体的取組と計画目標 

 

１ 考え方 

三重県における子どもの貧困の現状と課題をふまえ、国の大綱に示された、教

育の支援、生活の支援、保護者に対する就労の支援、経済的支援に身近な地域で

の支援体制の整備を加えた５つの支援を柱として取組を進めます。 

また、子どもの貧困対策を着実に推進するためには、県（行政）の行う事業の

成果や達成の状況を検証・評価することが重要です。 

   このため、５つの支援の柱全てに令和６（2024）年度までの達成（数値）目標

とモニタリング指標を設定して進行管理に活用し、ＰＤＣＡ（計画→実行→評価

→改善）のプロセスにより、基本理念の実現に向けて対策を推進していきます。 

   なお、「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」（令和２（2020）年度～令和５

（2023）年度）、「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和２（2020）年度

～令和５（2023）年度）、「第二期希望がかなうみえ 子どもスマイルプラン」（「第

二期三重県子ども・子育て支援事業支援計画」および「第四期三重県ひとり親家

庭等自立促進計画」を含む：令和２（2020）年度～令和６（2024）年度）、「三重

県社会的養育推進計画」（令和２（2020）年度～令和 11（2029）年度）、「健やか親

子いきいきプランみえ（第２次）」（平成 27（2015）年度～令和６（2024）年度）、

「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画第６次計画」（令和２（2020）年

度～令和６（2024）年度）等、子どもの貧困対策に係る取組が含まれている関連

計画もふまえて取組を進めます。 

  

２ 具体的な取組 

（１） 教育の支援  

学校を子どもの貧困対策のプラットフォームと位置づけ、スクールソーシャル

ワーカー等の専門的な人材の配置・派遣や地域による学習の支援、関係機関のネ

ットワーク構築を進めるとともに、就学の援助、学資の援助などに取り組み、貧困

の状況にある子どもの教育の支援を行います。 

 

① 「学校」をプラットフォームとした子どもの貧困対策の展開 

ア 学校教育による学力保障 

・家庭の経済状況に関わらず、基礎的・基本的な知識・技能の定着や思考力・

判断力・表現力等の育成、学習意欲の向上が図られるよう、小中学校にお

いて、授業での繰り返し指導やつまずきに応じた指導など、子ども一人ひ

とりの理解と定着を図る取組を推進します。（教育委員会） 

・小中学校において、子ども一人ひとりの能力や適性に応じた学びを実現す

るため、指導のポイントや実践例をまとめた指導資料を活用し、個別学習

やグループ指導、学習内容の習熟の違いに応じた学習など、きめ細かく行

き届いた指導を充実させます。（教育委員会） 

  ・子どもに「知識および技能」「思考力、判断力、表現力等」「学びに向かう
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力、人間性等」を育むことができるよう、主体的・対話的で深い学びの観

点からの授業改善につながる研修を実施します。（教育委員会） 

 

イ 学校を窓口とした関係機関等との連携 

・多様な課題を抱える子どもに対する教育相談を充実させるため、市町と連

携し、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなど心理や福

祉等の専門性を有する人材を学校に配置または派遣します。また、貧困を

はじめとする学校だけでは解決が困難な事案に対して関係機関と連携した

支援を行います。（教育委員会） 

・ケースワーカー、医療機関、児童相談所、要保護児童対策地域協議会など

の福祉部門と教育委員会・学校等との連携強化を図ります。（子ども・福祉

部、教育委員会） 

・全ての子どもにとって学校が安心して学べる居場所となるように環境を整

えるとともに、社会との関わりが持てていない子どもが社会的自立に向け

た多様な学びを進められるよう支援します。（教育委員会） 

・不登校の子どもや保護者への支援を専門的に行う教育支援センターが、通

所している子どもの支援に加え、通所できない子どもに対しても訪問型の

支援を実施するなど、地域における不登校の子どもに対する支援の中核と

なるよう機能強化を促進します。（教育委員会） 

・教職員の教育相談に係る力量の向上に向けた研修およびスクールカウンセ

ラーや教育相談に係る専門機関等と連携し学校の教育相談体制づくりを推

進する中核的リーダーを育成するための研修を実施します。（教育委員会） 

・校長をはじめ教職員を対象として、貧困問題等の現状について理解を深める

ために、児童相談所等の関係機関と連携した研修を実施します。（教育委員会） 

 

ウ 地域による学習支援  

・地域とともにある学校づくりの仕組みの導入を促進するとともに、経済的

な理由や家庭の事情により、家庭での学習が困難であったり、学習習慣が

十分に身についていなかったりする子どもに対して、「地域未来塾」による

学習支援活動を推進します。また、地域の退職教員・大学生等による教科

指導の補助および補充学習や発展的な学習を推進します。（教育委員会） 

・「地域未来塾」の取組の普及に向けて、市町関係者や地域住民等を対象にし

た会議で好事例を共有するとともに、学校を通じて子どもや家庭への情報

提供を進めます。（教育委員会） 

・教育的に不利な環境のもとにある子どもの自尊感情を高め、人権尊重の地

域づくりが促進されるよう、学校・家庭・地域が連携して、学習支援や子ど

もを主体とした人権尊重の意識を広める活動などを行う「子ども支援ネッ

トワーク」の取組を推進します。（教育委員会） 

・地域で子どもの体験活動等に取り組む関係者の資質の向上を図ることによ

り、学習支援を推進します。（教育委員会） 

・貧困の状況にある子どもを支援している民間団体が行う体験活動への助成
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を行っている「子どもゆめ基金」事業を周知します。（教育委員会） 

・地域住民等の協力を得て、学校等を活用し、計画的に子どもの活動拠点（居場

所）を確保し、放課後や週末等における様々な体験活動や地域住民等との交流

活動等を行う「放課後子ども教室」への支援を行います。（子ども・福祉部） 

 

エ 外国人児童生徒・保護者への支援 

・小中学校において、外国人児童生徒（※）が安心して学びを継続できるよ

う、外国人児童生徒巡回相談員の派遣等を行い、学習支援や学校生活への

適応指導等の充実に取り組みます。（教育委員会） 

・外国人児童生徒の学ぶ機会を保障できるよう、各市町における就学に向け

た取組や市町間での外国人児童生徒の移動に係る情報共有を促進します。

（教育委員会） 

・保護者が学校生活等に関する学校からの連絡内容を正確に把握できるよ

う、市町等や学校に対し、連絡・案内文書例（ポルトガル語やタガログ語

等６言語）の提供や翻訳支援を行います。（教育委員会） 

・高等学校において、外国人生徒が地域で社会的自立を果たし、社会の一員

として活躍できるよう、課外授業等による適応指導や進路相談、日本語習

得の支援等の業務を行う外国人生徒支援員（ポルトガル語、スペイン語、

フィリピノ語等）を県立学校の拠点校に配置します。（教育委員会） 

・高等学校において、外国人生徒および保護者が、学校制度や職業について理解

を深めることで、希望する進路を選択したり、将来の自己実現につなげたりで

きるよう、ＮＰＯ法人等と連携し、進路セミナーを開催します。(教育委員会) 

・就学前の外国につながる子どもが早期に学校生活に適応できるために、学

校生活に必要な日本語やルールを身につけてもらうプレスクールが県内市

町において実施されるよう、県が作成した教材・マニュアルの普及啓発に

取り組みます。（環境生活部） 

※外国人児童生徒：日本国籍であっても文化的背景やルーツが外国にある子どもを含む。 

   

オ 高等学校等における就学継続のための支援 

・小・中・高等学校を通じて、組織的・系統的なキャリア教育の充実・改善、

仕事に対する子どもの理解促進、外部人材を活用した職場定着支援等に取

り組み、地域の担い手育成を推進します。（教育委員会） 

・学ぶ意欲のある生徒や、やむを得ず中途退学に至った生徒に対し、学習の

継続や学び直しの機会として、編入学制度を適切に活用した生徒の進路選

択を支援します。また、関係機関との連携を図り、社会参画につながるよ

う支援します。（教育委員会） 

・県立高等学校および私立高等学校等中退者が、県立高等学校および私立高

等学校等に再入学して学び直す場合、卒業するまで（最長２年間）授業料

に係る支援を受けることができるよう、高等学校等就学支援金相当額を支

給します。（教育委員会、環境生活部） 
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カ 特別支援教育に関する教育の支援 

・発達障がいを含む特別な支援を必要とする子どもへの支援が早期に行われ、

学校間で支援情報が円滑に引き継がれるよう、支援体制の整備を進めます。

（教育委員会） 

・特別支援学校において、一人ひとりの進路希望を実現できるよう、計画的・

組織的なキャリア教育を進めます。（教育委員会） 

・発達障がい児等に対する重層的な支援体制の構築をめざし、市町における

専門人材の育成、発達障がい児等に対する支援ツール「ＣＬＭ（Check List 

in Mie：発達チェックリスト）と個別の指導計画」の保育所・幼稚園等へ

の導入促進や家族支援等を行います。（子ども・福祉部） 

 

キ その他の教育支援 

・市町教育委員会等の学校給食関係者との会議の場を通じて、学校給食の普

及・充実に関する啓発を図ります。また、学校給食を食育の｢生きた教材｣と

して活用し、望ましい食生活に対する子どもの関心と理解を深めるととも

に、適切な栄養の摂取による健康の保持増進が図られるよう取り組んでい

きます。（教育委員会） 

・様々な事情により義務教育段階の教育を十分に受けられないまま中学校を

卒業した方等の教育を受ける機会を確保するため、夜間中学等に係る検討

を進めます。（教育委員会） 

 

② 教育に係る経済的負担の軽減  

ア 幼児教育に係る経済的負担の軽減 

・令和元（2019）年 10 月から、幼児教育・保育の無償化が実施され、３歳～

５歳の全ての子どもと、０歳～２歳の住民税非課税世帯の子どもについて

（※）、幼稚園や保育所等の保育料が無償となりました。引き続き、制度の

円滑な推進を図っていきます。（子ども・福祉部） 

(※)無償化の対象とならない世帯についても、ひとり親家庭に対する減免措置は継続されます。 

   

イ 義務教育に係る経済的負担の軽減 

・生活保護制度の「教育扶助」により、義務教育期間の子どもがいる生活保護

世帯に、義務教育に必要な教科書その他学用品、給食費など、修学にかかる

費用を支給するとともに、関係機関と連携し学習支援を推進します。（子ど

も・福祉部） 

・新入学児童生徒学用品費等の入学前支給が全市町で実施されるよう支援を

行います。（教育委員会） 

 

ウ 高等学校等就学に係る経済的負担の軽減 

・県立高等学校および私立高等学校に通う生徒で、地方税の課税所得により

計算した額が一定の金額未満の世帯に属する生徒に対して、授業料に充て

るための就学支援金を支給します。（教育委員会、環境生活部） 
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・授業料以外の教育費負担を軽減するため、低所得世帯の生徒の保護者等に

対し、奨学給付金を支給します。（教育委員会、環境生活部） 

・経済的な理由により高等学校等における修学が困難な者を支援するため、

修学奨学金を貸与します。また、ひとり親家庭については、貸与に係る収

入基準の見直しにより支援の充実を図ります。（教育委員会）  

・「生活保護法」に基づく保護を受けている者等の授業料の全部または一部を

減免します。（教育委員会） 

・生活保護世帯の子どもが、高等学校等に進学する際には、生活保護費の「生

業扶助」により、入学料、入学考査料、教材代等を支給します。また、生活

保護世帯の高校生の就労収入のうち、本人の高校卒業後の大学等の進学費

用に係る経費に充てられる場合については、自立更生に充てられることか

ら収入として認定しない取扱いとします。（子ども・福祉部） 

・保護者の失職などによる家計急変世帯や高等学校等就学支援金の非該当者

への支援を行う私立高等学校等に対して補助を行います。（環境生活部） 

・保護者の経済的負担を軽減し、修学に対する支援を行うため、入学料の減

免等を行う私立高等学校等に対して補助を行います。（環境生活部） 

・資格・免許を取得または技能を修得し、将来の経済的自立につなげようと

する低所得世帯の生徒に対し、専修学校高等課程で修業する場合は奨学金

を貸与し、専修学校専門課程で修業する場合は、奨学金の利用にかかる利

子の一部を助成します。（環境生活部） 

・ひとり親家庭の子どもが、高等学校等に修学するために必要な支度資金等

の資金貸付を行います。（子ども・福祉部） 

・低所得世帯の子どもが、高等学校等に修学するために必要な授業料等の資

金貸付を行います。（子ども・福祉部） 

 

エ 特別支援学校就学に係る経済的負担の軽減 

・特別支援学校に就学する子どもの保護者の経済的負担を軽減するため、交通

費、学用品購入費等の就学に必要な経費の一部を支援します。（教育委員会） 

 

オ 大学等進学に係る経済的負担の軽減 

  ・意欲と能力のある学生等が経済状況にかかわらず修学の機会を得られるよ

う、三重県が設置運営する大学などの授業料免除等を行います。（医療保健

部、農林水産部） 

・養成施設卒業後、三重県内で看護職員や保育士等として就業する意思のあ

る方で、貸与を希望される方に返還猶予や返還免除付きの修学資金の貸付

を行います。（医療保健部、子ども・福祉部） 

・国内の医学部医学科に在学し、卒業後県内において、一定の返還免除条件

を満たす勤務をしようとする人に対して修学資金の貸与を行います。（医

療保健部） 

・機関要件の確認を受けた私立専修学校（専門課程）に在籍し、住民税非課

税世帯およびそれに準ずる世帯の学生に対し、授業料等の減免を行った学
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校法人等に助成します。（環境生活部） 

・ひとり親家庭の子どもが大学等に修学するために必要な授業料等資金の貸

付を行います。（子ども・福祉部） 

・低所得世帯の子どもが、大学等に修学するために必要な授業料等資金の貸

付を行います。（子ども・福祉部） 

・大学等に進学する生活保護世帯の子どもに対して、進学の際の新生活立ち

上げの費用として「進学準備給付金」を支給します。（子ども・福祉部） 

・ひとり親家庭の子どもと、児童養護施設や里親のもとで暮らす子ども等に

対して、国や民間機関による奨学金制度の周知・活用等を図り、大学等へ

の進学を支援します。（子ども・福祉部） 

・大学等への進学により児童養護施設や里親委託を解除した者等のうち、保

護者がいない等の理由により安定した生活基盤の確保が困難な者等に対

して、一定の条件を満たした場合は返還免除となる家賃相当額および生活

費の貸付を行います。（子ども・福祉部） 

・県内の高校生に対し、令和２（2020）年４月から実施される高等教育の修

学支援新制度の実施に係る制度について周知を行います。（子ども・福祉

部、教育委員会、環境生活部） 

 

③ 生活困窮世帯等への学習支援 

・「生活困窮者自立支援法」に基づき、生活困窮世帯（生活保護世帯を含む。）

の子どもを対象に、地域の実情、必要性に応じて、学習支援事業を行いま

す。（子ども・福祉部） 

・ひとり親家庭の子どもへの学習支援について、実施する市町を支援し、そ

の拡大を図ります。（子ども・福祉部） 

・児童養護施設や里親のもとで暮らす子どもの学習を支援します。（子ども・

福祉部） 

 

【目標とモニタリング指標】 

項目名 
 

現状 
目標値 

(令和６年度) 

■ 
生活困窮家庭またはひとり親家庭の高校生世代が

利用できる学習支援を実施する市町数 

 18市町 

(R1) 
29市町 

■ 
施設入所児童、里親、生活保護受給家庭の子ども

の高等教育機関への進学率 

 25.9％ 

（H30） 
38.3% 

■ 
家庭や地域と一体となった教育活動が行われてい

る小中学校の割合 

 67.3％ 

(H30) 
84.4％ 

□ 就学援助を受けている児童生徒の数・就学援助率 

 17,851人 

12.38% 

(H28) 

― 
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□ 

就学援助制度に関する周知状況（入学時および毎

年度の進級時に学校で就学援助制度の書類を配布

している市町村の割合） 

 
100% 

（H29) 
― 

□ 
新入学児童生徒学用品費等の入学前支給の実施状

況（小学校）  

 25市町 

(H30) 
― 

□ 
新入学児童生徒学用品費等の入学前支給の実施状

況（中学校） 

 
27市町 

(H30) 
― 

□ 
スクールソーシャルワーカーによる対応実績のあ

る学校の割合（小学校） 

 22.7% 

(H30) 
― 

□ 
スクールソーシャルワーカーによる対応実績のあ

る学校の割合（中学校） 

 22.1% 

(H30) 
― 

□ 児童養護施設の子どもの高等学校等進学率 
 100% 

(H30) 
― 

□ 生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率 
 88.3％ 

（H30） 
― 

□ 生活保護世帯に属する子どもの高等学校等中退率 
 2.4% 

（H30） 
― 

□ 全世帯の子どもの高等学校中退率  
 1.4% 

(H30) 
― 

□ 全世帯の子どもの高等学校中退者数 
 710名 

(H30) 
― 

注）目標は■、モニタリング指標は□で表記 

  モニタリング指標：目標値は設定しないものの対策を進める上でフォローが必要な指標 

 

 

（２） 生活の支援  

  貧困の状況にある子どもおよびその保護者に対する生活に関する相談、貧困の 

 状況にある子どもに対する社会との交流の機会の提供、その他の貧困の状況にあ 

 る子どもの生活に関する支援を行います。 

 

① 保護者の妊娠・出産期から子どもの自立までの切れ目のない生活支援 

ア 妊娠・出産期の支援 

・家庭の経済状況等に関わらず、安心して妊娠・出産し、子どもが健やかに育

成されるよう、身近な地域で、妊産婦等の支援ニーズに応じて、妊娠期から

子育て期にかけて切れ目ない支援を行える体制づくりを「出産・育児まるっ
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とサポートみえ（三重県版ネウボラ）」により推進します。（子ども・福祉部） 

・関係機関が主体的に連携し、若年層の予期せぬ妊娠に対する相談や育児不

安を解消する取組を支援します。（子ども・福祉部） 

・特定妊婦や要支援家庭等のハイリスクケースを早期に把握し支援するた

め、平成 26（2014）年度に県内で統一した妊娠届出時アンケートを活用し

た医療機関と市町との連携、市町が行う産前の妊婦健診や医療機関等によ

る産後ケア、乳児家庭全戸訪問事業や養育支援訪問事業などの取組を支援

します。（子ども・福祉部） 

・産婦健康診査事業が市町で円滑に実施されるよう、医師会等関係機関と連

携し、アンケート情報や妊婦健診情報の評価検討およびマニュアルの作成

などを通して産前産後の支援体制の強化を図ります。さらに支援が必要な

妊婦に対し産前から計画を立て、助産所や産婦人科を利用して産後ケアの

支援を受けられるようコーディネートする市町の取組を支援し、拡大を図

ります。（子ども・福祉部） 

 

イ 子育ての支援  

・児童相談所において、児童の福祉に関する相談を受け、児童の家庭や、地

域の状況、生活歴や発達、性格、行動等について専門的な調査、判定等を

行い、処遇方針を定め、市町等の関係機関と連携して、児童とその家族の

支援等を行います。（子ども・福祉部） 

・「第二期三重県子ども・子育て支援事業支援計画」に基づき、市町が保育所、

認定こども園、放課後児童クラブの整備等を着実に行えるよう支援しま

す。（子ども・福祉部）  

・ひとり親家庭の負担軽減を図るため、放課後児童クラブを利用するひとり

親家庭の利用料減免を行う市町を支援します。（子ども・福祉部） 

・ひとり親家庭等の母、父および寡婦に対して、病気の時などに家庭生活支

援員を派遣して家事や育児の支援を行うひとり親家庭等日常生活支援事

業について、市町と連携しながら拡充を図ります。また、ファミリー・サ

ポート・センター事業利用料の助成または減免についても、市町と連携し

ながら拡充を図ります。（子ども・福祉部） 

・保育士等を対象とした人権保育専門講座により、子どもの貧困に関する保

育士等の理解を深めるよう努めます。（子ども・福祉部） 

・家庭環境に配慮を要する児童が多数入所している私立保育所に助成を行う

市町に対して補助を行います。（子ども・福祉部） 

・子どもが病気になったとき、仕事を休むことができない場合には、子ども

を預けることができるよう、病児・病後児保育施設の整備や運営に対して

支援していきます。（子ども・福祉部） 

 

ウ 保護者の自立支援   

・生活困窮家庭の方においては、「生活困窮者自立支援法」に基づく自立相談

支援事業により、関係機関と連携し、自立に向けた支援を行います。（子ど
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も・福祉部） 

・三重県母子・父子福祉センターにおいて、家庭での育児や子どもの世話など

に悩みを持つひとり親家庭を対象にした情報交換会や生活相談を実施する

ことにより、ひとり親家庭の生活を支援します。（子ども・福祉部） 

・母子生活支援施設において、配偶者のない女性またはこれに準ずる事情に

ある女性およびその者の監護すべき児童を保護するとともに、自立の促進

のためにその生活を支援し、あわせて退所した者について相談その他の援

助を行います。（子ども・福祉部） 

・女性相談所において、配偶者等からの暴力（ＤＶ）被害や生活困窮など、さ

まざまな事情により困難を抱えている女性の自立のための相談、支援を行

います。（子ども・福祉部） 

・婦人保護施設において、配偶者等からの暴力被害や生活困窮など、さまざま

な事情により困難を抱えている女性を保護するとともに、自立の促進のた

めにその生活を支援し、あわせて退所した者について相談その他の援助を

行います。（子ども・福祉部） 

 

エ 保護者の健康確保 

・ひとり親家庭等が必要な医療を安心して受けることができるよう、引き続

き市町が実施する医療費助成事業に要する経費について補助を行います。

（医療保健部） 

・生活保護世帯の方が安心して医療機関で治療を受けることができるよう、生

活保護制度の「医療扶助」によって必要な支援を行います。（子ども・福祉部） 

 

② 子どもの生活支援 

ア 児童虐待への対応 

・児童相談所の児童虐待への的確な早期対応と、その後の再発防止、家族再

統合などの家族支援のため、法的対応や介入型支援を推進します。（子ど

も・福祉部） 

 

イ 社会的養育の充実 

・保護者のない児童や保護者に監護させることが適当でない児童を保護し

て、里親や児童養護施設のもとで安定した生活環境を整えるとともに、家

庭環境の調整等を行いつつ養育を行い、児童の心身の健やかな成長とその

自立を支援します。（子ども・福祉部） 

・社会的養育を必要とする子どもが、家庭や家庭的な養育環境の中で豊かに育

ち、最善の利益が保障されることをめざし、「三重県社会的養育推進計画」

に基づき、市町の子ども家庭支援体制の構築や、施設の小規模化・多機能化、

里親委託率の向上等の推進を図ります。（子ども・福祉部） 

 

ウ  子どもの健康確保  

・子どもの発育・栄養状態の確認等を目的として市町が行う乳幼児健康診査
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を支援します。（子ども・福祉部） 

・令和元（2019）年９月から県内全ての市町において、一定の条件の下で

未就学児における医療費の窓口無料化が行われました。子どもに必要な

医療を安心して受けさせることができるよう、引き続き市町が実施する

医療費助成事業に要する経費について補助を行います。（医療保健部） 

・学校における給食後の歯みがき指導やフッ化物洗口の実施など、子ども

のむし歯予防のための取組を推進します。また、歯科健康診断結果に基

づき、子どもたちがもれなく治療するよう、適切な勧奨の方法について

情報提供するなど、積極的な受診に努めます。(教育委員会) 

 

エ 子ども向け相談の運営 

  ・子どもからの相談に対応する窓口として、「こどもほっとダイヤル」、「教

育相談」、「いじめ電話相談」、「子どもＳＮＳ相談みえ」、「少年相談 110

番」等により、悩みを抱えた子どもからの相談に応じ解決に向けたサポ

ートを行います。（子ども・福祉部、教育委員会、三重県警察本部）  

   

③ 子どもの安心できる居場所づくり 

   ・放課後児童クラブや地域による学習支援、生活困窮世帯等への学習支援

等の取組を通じて、家庭、学校以外で子どもが安全に安心して過ごすこ

とができる居場所づくりを進めます。（子ども・福祉部、教育委員会） 

   ・国や民間機関による支援制度の周知・活用等により、ＮＰＯ、社会福祉

法人、企業等を支援し、民間と連携した子どもの居場所づくりを推進し

ます。（子ども・福祉部） 

   ・子ども食堂の関係者で構成される「三重こども食堂ネットワーク」と連

携し、子ども食堂の充実に向けた取組を支援します。また関係部局との

協力による食材提供等の支援についても検討を行います。（子ども・福祉

部、環境生活部） 

 

④ 子どもの自立支援 

ア 社会的養護の子どもへの自立支援 

・年齢制限による児童養護施設等退所者のうち、必要に応じ、将来の自立に

向けて児童養護施設等で生活の場を確保するとともに、施設退所後の進学

や仕事について考える機会を提供します。また、児童養護施設等を退所し

た子どもや里親委託解除後の子ども等に対し、家賃相当額や生活費等の貸

付を行うとともに、就職やアパートの賃借等に必要となる身元保証人の確

保対策を行います。さらに、施設に自立支援員を配置するとともに、施設

や企業、ＮＰＯ等が連携・協力し、施設入所中から退所後までの切れ目の

ない支援体制を整備します。（子ども・福祉部） 

 

イ 若者への就労支援 

・国等関係機関と連携して運営する「おしごと広場みえ」を中心に、雇用関係
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情報の提供、職業相談・紹介、キャリアカウンセリング、就職支援関連セミ

ナーなど、総合的な若年就職支援サービスを提供します。（雇用経済部） 

・若年者の安定した雇用により経済的基盤を確立できるよう、就職時のミス

マッチ解消に向けた支援として、正規雇用を促進するためのセミナーの開

催や、県内中小企業・小規模企業の魅力発信のサポートなどに取り組みま

す。（雇用経済部） 

・地域若者サポートステーション等と連携し、各種講座や就労体験等を実施

し、若年無業者の職業的自立を支援します。（雇用経済部） 

・生活困窮世帯等に属する若者が、経済状況によって技能習得の機会を逸失

することがないよう、三重県が設置運営する津高等技術学校の授業料の免

除等を行います。（雇用経済部） 

 

⑤ 住宅支援 

・子育て世帯のうち住宅困窮度の高い世帯について、県営住宅の入居者募集に

あたり優先的な取扱いとすることで、居住の安定を支援します。（県土整備部） 

・住宅の確保に特別の配慮を要する子育て世帯等が民間賃貸住宅に円滑に入

居できるよう、県および関係団体で組織する三重県居住支援連絡会として

支援活動を行います。（県土整備部） 

・「生活困窮者自立支援法」に基づき、離職等により住居を喪失またはそのお

それのある方に、一定期間、家賃相当額を住居確保給付金として支給しま

す。（子ども・福祉部） 

・ひとり親家庭に対して住宅資金（住宅の建設等に必要な資金）や転宅資金

（住居の移転に必要な資金）の貸付を行います。（子ども・福祉部） 

・低所得世帯に対して生活福祉資金（住居の移転に必要な資金等）の貸付を

行います。（子ども・福祉部） 

 

【目標とモニタリング指標】 

項目名 現状 
目標値 

(令和６年度) 

■ 

ひとり親家庭等日常生活支援事業を実施またはひ

とり親家庭についてファミリー・サポート・セン

ター事業利用料の減免、助成を実施する市町数 

17市町 

(R1) 
29市町 

■ 産婦検診・産後ケアを実施する市町数 
19市町 

(H30) 
29市町 

□ 三重県母子・父子福祉センター相談件数 
332件 

(H30) 
― 

□ 
保育所利用料等に対し独自の補助を実施する市町

数 
調査中 ― 
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□ 

放課後児童クラブ活動事業を活用して、ひとり親

家庭について放課後児童クラブ利用料の減免を実

施する市町数 

24市町 

(H30) 
― 

□ 
児童養護施設退所者等自立支援資金の貸付を受け

た人数 

25人 

(H30) 
― 

□ 県内で活動する子ども食堂の数 
40箇所 

（R1.5時点) 
― 

注）目標は■、モニタリング指標は□で表記 

  モニタリング指標：目標値は設定しないものの対策を進める上でフォローが必要な指標 

 

 

（３） 保護者に対する就労の支援  

貧困の状況にある子どもの保護者に対する職業訓練の実施および就職のあっせ 

 んなど、貧困の状況にある子どもの保護者の自立を図るための就労の支援を行い   

 ます。 

 

① 親の就労支援   

・三重県母子・父子福祉センター（母子家庭等就業・自立支援センター）にお

いて、ひとり親家庭の父母等の就業、就労等に関する相談支援、パソコン教

室などの就業支援講習会、就業情報の提供などを行います。（子ども・福祉部） 

・ひとり親家庭の父母が就職に有利な資格を取得できるよう、指定教育訓練講座

受講費用の支給（自立支援教育訓練給付金）や修学期間中の経済的支援（高等

職業訓練促進給付金、高等職業訓練促進資金貸付事業）を行うとともに、自立

支援プログラムを策定し、早期就労への支援を行います。（子ども・福祉部） 

・就労経験がないまたは就労経験の乏しい母子家庭の母等を対象に、実際の

就職に必要な技能・知識を取得できるよう職業訓練を専修学校等に委託し

実施します。（雇用経済部） 

・子育て期の女性の就労を支援するため、津高等技術学校で実施する訓練の

一部で、総訓練時間の短縮や訓練開始時間を遅くして受講しやすいコース

を設定するとともに、専修学校等に委託して行う職業訓練において、託児

サービス付き職業訓練を実施します。（雇用経済部） 

・就労意欲を持つ女性に対し、スキルアップ研修と県内企業における職場実

習を組み合わせた一体的な就職支援を実施するなど、一人ひとりのニーズ

に合わせて再就職を支援します。（雇用経済部） 

・国等関係機関と連携して運営する「おしごと広場みえ」において、雇用関係

情報の提供、職業相談・紹介、キャリアカウンセリング、就職支援関連セミ

ナーなど、総合的な若年就職支援サービスを提供します。（雇用経済部） 

・就職氷河期世代の安定した就労につなげるため、本意ではない非正規雇用

や無業の状態にある人を対象に、相談から就職までの切れ目ない支援に取

り組みます。（雇用経済部） 
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・生活困窮家庭の方を対象に、自立相談支援事業による就労支援員等が、対象

者の個々の状況に応じた就労支援を行います。ハローワーク等の関係機関と

連携し、就業相談、職業紹介等の支援、求職活動の支援としてハローワーク

への同行、履歴書作成についての助言、面接対策等を行います。また、本人

の希望等をふまえた個別の求人開拓などの支援を行います。（子ども・福祉部） 

  ・生活保護世帯の方については、福祉事務所において、「就労支援プログラ

ム」に基づきケースワーカーおよび就労支援員がハローワーク等の関係機

関と連携し、就労支援を行います。就労による自立となった場合、一定の

要件を満たす方には、就労自立給付金を支給します。（子ども・福祉部） 

 

② 親の学び直しの支援 

・ひとり親家庭の親の学び直しを支援することで、よりよい条件での就職や転

職に向けた可能性を広げ、正規雇用を中心とした就業につなげていくため、

高等学校卒業程度認定試験合格のための支援を行います。（子ども・福祉部） 

 

【目標とモニタリング指標】  

項目名 現状 
目標値 

(令和６年度) 

■ 就労支援を行う生活困窮者の人数 
321人 

(H30) 
540人 

■ 

三重県母子・父子福祉センター（母子家庭等就

業・自立支援センター）に求職者登録した方の

就業率 

76.9% 

(H30) 
90% 

□ 
ひとり親家庭に係る自立支援教育訓練給付金を

受給した人数 

28名 

(H30) 
― 

□ 
ひとり親家庭に係る高等職業訓練促進給付金を

受給した人数 

103名 

(H30) 
― 

注）目標は■、モニタリング指標は□で表記 

  モニタリング指標：目標値は設定しないものの対策を進める上でフォローが必要な指標 

 

 

（４） 経済的支援  

各種の手当等の支給、貸付金の貸付など、貧困の状況にある子どもに対する経 

済的支援を行います。 

 

① 手当の支給等による支援 

・児童扶養手当や特別児童扶養手当により、ひとり親家庭の児童や障がい児

に対して経済的支援を行います。（子ども・福祉部） 

・児童手当により、子育て世帯への経済的支援を行います。（子ども・福祉部） 
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・ひとり親家庭に対して生活資金等の貸付を行います。（子ども・福祉部） 

・低所得世帯に対して生活資金等の貸付を行います。（子ども・福祉部） 

 

② 養育費の確保に関する支援 

・三重県母子・父子福祉センター（母子家庭等就業・自立支援センター）や

福祉事務所等において、弁護士等による養育費に関する相談支援を行いま

す。（子ども・福祉部） 

 

【目標とモニタリング指標】 

項目名 現状 
目標値 

(令和６年度) 

■ 養育費を受給している割合 
36.9% 

(R１) 
50% 

□ 児童扶養手当の受給者数 
12,396人 

(H30) 
― 

注）目標は■、モニタリング指標は□で表記 

  モニタリング指標：目標値は設定しないものの対策を進める上でフォローが必要な指標 

 

 

（５） 身近な地域での支援体制の整備  

行政、学校、関係機関・団体等が、各種相談や取組を通じて探知した情報を共 

有・活用することにより、支援を要する子どもを広く把握し、効果的な支援につな

げていけるよう体制の整備を図ります。 

 

①  行政内部および地域、学校、関係機関・団体等の連携体制の構築 

・県内全ての地域において、貧困の状況にある子どもおよびその保護者を早

期に発見し、必要な支援につなぐことができるよう、地域の実情に応じた

体制整備や取組への支援を進めます。（子ども・福祉部） 

 

② 相談機能の強化 

・県の相談窓口（県福祉事務所、三重県生活相談支援センター、児童相談所、

女性相談所、三重県母子・父子福祉センター）において、貧困の状況にあ

る子どもおよびその保護者を必要な支援に確実につなぐことができるよ

う体制整備を図ります。（子ども・福祉部） 

・生活困窮家庭（生活保護世帯も含む。）の支援に当たる職員の資質の向上を図

るため、ケースワーカーや支援員等に対する研修や、ひとり親家庭の保護者

の相談に応じ、自立に必要な情報提供等を行う母子・父子自立支援員など、

ひとり親家庭等の相談関係職員に対する研修を行います。（子ども・福祉部） 
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・地域の身近な相談役として活躍する民生委員・児童委員の活動に対する支

援や資質向上を図るための研修を実施します。（子ども・福祉部） 

・市町が包括的な支援体制を整備するために必要な人員を確保できるよう、

複合的な課題を抱える相談者等の把握や適切な相談支援機関等との連絡

調整、相談支援機関に対する指導・助言等を行う相談支援包括化推進員等

の人材養成を行います。（子ども・福祉部） 

・地域課題の解決や情報交換のための地域別会議の開催等により、地域特性

に応じた市町における包括的支援体制の構築に向けた取組を支援します。

（子ども・福祉部） 

・「三重県生活相談支援センター」に新たにアウトリーチ支援員を配置し、生き

づらさを抱えている人等の複合的な課題にも幅広く対応するなど、関係機関

と連携し、訪問支援などの相談支援体制を強化します。（子ども・福祉部） 

・「みえ外国人相談サポートセンター」（愛称ＭｉｅＣｏ）を設置し、外国人

住民等からの生活全般にわたるさまざまな相談に多言語で対応します。

（環境生活部） 

・多様な課題を抱える子どもに対する教育相談を充実させるため、市町と連

携し、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなど心理や福

祉等の専門性を有する人材を学校に配置または派遣します。また、貧困を

はじめとする学校だけでは解決が困難な事案に対して関係機関と連携し

た支援を行います。【再掲】（教育委員会） 

・教職員の教育相談に係る力量の向上に向けた研修およびスクールカウンセ

ラーや教育相談に係る専門機関等と連携し学校の教育相談体制づくりを推

進する中核的リーダーを育成するための研修を実施します。【再掲】（教育委

員会） 

 

③ 県内の各地域における支援の充実と理解の促進 

   ・市町の子どもの貧困対策計画の策定支援や人材育成等により、県内の各地

域における支援の充実を図るとともに、社会全体の子どもの貧困に対する

理解を深めるよう周知啓発に取り組みます。（子ども・福祉部） 

 

【目標】  

項目名 現状 
目標値 

(令和６年度) 

■ 
ワンストップ窓口や庁内外の関係機関の連携等に

よる支援体制が整備されている市町数 

17市町 

(H30) 
29市町 

■ 子どもの貧困対策計画を策定している市町数 
２市 

(H30) 
29市町 

注）目標は■で表記 
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Ⅶ 計画の推進体制 

 

 

 

１ 庁内外の連携 

  計画の推進にあたっては、市町、学校、関係機関・団体、企業等との連携・協働のもと、

以下の役割をふまえて取り組むとともに、全庁的な推進体制により計画の進行管理を行い

ます。また、広く県民に向けての情報発信を行い、子どもの貧困対策に県民が参加・協力

する機運を醸成します。 

 

（１）県の役割 

  関係部局が連携を図りながら、関連施策の着実な実施に取り組みます。 

市町と施策の相互情報交換を行うなど、連携の強化に努めるとともに、地域の実情を

ふまえた子どもの貧困対策が講じられるよう、市町および関係機関を支援します。 

関係機関・団体および企業と情報交換を行うなど、連携の強化に努めるとともに、関

係機関・団体および企業がその期待される役割を果たせるよう支援します。 

また、学校、関係機関・団体や企業、県民に対する広報、周知啓発などを通じて、子

どもの貧困対策を進める機運の醸成を図ります。 

 

（２）市町の役割 

   子どもの貧困対策計画の策定に努めるとともに、住民に最も身近な行政機関として、

児童福祉、保健、教育等の関係部署が連携して、地域の実情をふまえた子どもの貧困対

策に取り組みます。 

 

（３）関係機関・団体および企業の役割 

   ＮＰＯや社会福祉法人などの関係機関・団体は、その特性を生かし、単独もしくは行政

や企業との連携・協働により、子どもの貧困対策に取り組むことが期待されます。 

企業は、自らの社会的責任の視点に立って経済的困窮にある家庭の保護者等が、子ど

もを豊かに育てられるよう雇用環境の整備に努めるとともに、地域の中で、子どもの育

ちを見守り、支える取組を推進することが期待されます。 

    

２ 計画の進行管理 

  本計画の推進にあたっては、ＰＤＣＡ（計画→実行→評価→改善）のサイクルに基づき

進行管理を行い、必要に応じて取組の見直しを行います。 

 

 〇「Ⅵ 具体的取組と計画目標」に記載した達成（数値）目標および各支援ごとの取組に

ついて、前年度の進捗状況を把握し、取組の成果や課題を明らかにした上で、これを評

価します。その後、外部の有識者や関係者の意見を聴きながら、次年度以降の取組の改

善方策の検討につなげます。 

 〇改善方策をまとめ、以降の取組に反映させるとともに、県ホームページ等を利用して県

民へ情報提供します。 

○国からは引き続き国内外の調査研究や先進事例等の情報提供を受け、子どもの貧困の実

態把握や取組の改善に努めます。 


